
１．重要な会計方針

( )引当金の計上基準1

徴収不能引当金
未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上すること

としている。

退職給与引当金
法人及び大学の教職員については、期末要支給額911,177,150円を基にして、私立大学

退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額の100％
を計上している。
幼稚園の教職員については、各人について、期末要支給額6,950,580円より東京都私学
財団の交付金相当額が不足する場合の差額を合計した額を計上している。

( )その他の重要な会計方針2

有価証券の評価基準及び評価方法
移動平均法に基づく原価法である。

外貨建資産の本邦通貨への換算基準
外貨建資産については、取得時の為替相場により円換算している。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

２．重要な会計方針の変更等

「リース取引に関する会計処理について（通知 （２０高私参第２号）の発出に伴い、当）」
会計年度から当該通知によっている。なお、この変更により、従来と同一の方法によった場
合と比較して教育研究用機器備品が83,276,340円、 未払金（長期未払金を含む ）が。
61,963,545円及び基本金組入額が21,312,795円増加したが、当年度消費収入超過額には影響
がなかった。
「ソフトウェアに関する会計処理について（通知 （２０高私参第３号）の発出に伴い、）」

。 、 。当会計年度から当該通知によっている なお この変更による計算書類に与える影響はない

３．減価償却額の累計額の合計額 4,223,787,696円

４．徴収不能引当金の合計額 0円

５．担保に供されている資産の種類及び額 土地 15,907,803円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額
453,043,545円

７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

有価証券の時価情報 (単位 円)

当年度（平成２２年３月３１日）
種 類

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額を
3,583,865,000 3,714,878,900 131,013,900

超えるもの

時価が貸借対照表計上額を
2,231,744,079 1,762,945,342 △468,798,737

超えないもの

合 計 5,815,609,079 5,477,824,242 △337,784,837



デリバティブ取引

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 (単位 円）

当年度（平成２２年３月３１日）
種類

契約額等 契約額等の 時価 評価損益
うち１年超

市場取引以外の取 1,600,000,000 1,600,000,000 1,167,580,000 △432,420,000

引複合金融商品

（注１）時価の算定方法 取引証券会社から提示された価格によっている。

（注２）デリバティブ取引の利用目的 資金運用目的

主な外貨建資産 （単位 円）

貸借対照表 年度末日の為
科 目 外 貨 額 計 上 額 替相場による 換算差額

円換算額

流動資産
（普通預金） 米ドル3489.76 409,453 324,687 △84,766

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引
① 平成２１年４月１日以降に開始したリース取引
該当なし。

② 平成２１年３月 日以前に開始したリース取引31
リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高
教育研究用機器備品 195,848,880円 48,275,955円

関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。
（単位 円）

属性 役員、 住 資本金 事業の 議決権 関係内容 取引の 取引額 勘定 期末残高

法人等 所 又は出 内容又 の所有 内容

の名称 資金 は職業 割合 役員の 事 業 上 科目

兼任等 の関係

－ －理事 藤井耐 － － － － － － 日本私立学

長 校振興・共

済事業団か

らの借入金

に対する被

保証 (注 )1
391,080,000

－ －理事 大塚優 － － － － － － 日本私立学

一 校振興・共

済事業団か

らの借入金

に対する被

保証 (注 )1

（ ） 。注１ 当法人は日本私立学校振興・共済事業事業団からの借入に対して債務保証を受けている
なお、保証料の支払いは行っていない。

以 上


